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宮 崎 県 体 操 協 会 規 約 

 

第１章  総 則 

（名   称） 

第 １ 条  この会は、宮崎県体操協会（以下「本会」）という。 

（事 務 局） 

第 ２ 条  本会は、事務局を（延岡市桜ヶ丘 3-7122 延岡商業高校）に置く。 

 

第２章  目的および事業 

（目   的） 

第 ３ 条  本会は、宮崎県における体操界を統括し、代表する団体として、体操なら      

びに体操競技の健全な普及発展を図ることを目的とする。 

             
（事   業） 

第 ４ 条  本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

        (1) 体操および体操競技の普及振興と競技力の向上に関すること。 

        (2)  各種競技会の開催および役員・選手の派遣 

           (3)  指導者の研修に関すること。 

           (4)  体操および体操競技についての調査研究 

           (5)  関係機関・団体との連絡提携 

           (6)  その他本会の目的達成に必要な事業 

 

第３章  会 計 

（経費の支弁） 

第  ５  条  本会の経費は次のもので支弁する。 

           (1)  登録料  ※トランポリンは２万円納入（男女種別という意味で） 

           (2)  参加料 

           (3)  事業に伴う収入 

           (4)  補助金 

           (5)  寄付金 

           (6)  その他の収入 

（事業計画および収支予算） 

第  ６  条  本会の収支予算は会長が編成し、事業計画とともに理事会の承認を経て、            
宮崎県体育協会に届け出なければならない。事業計画及び収支予算を変更し      

ようとする場合も同様とする。 

（事業報告及び収支決算） 
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第 ７ 条  本会の収支決算は、会長が作成し、事業報告とともに理事会の承認を経て、      

宮崎県体育協会に届け出なければならない。 

（会計年度） 

第 ８ 条  本会の会計年度は、毎月４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終わる。 

 

       第４章  組織団体                   

第 ９ 条  本会は、登録団体・登録者をもって組織し、（公財）日本体操協会・九州

体操協会・（公財）宮崎県体育協会に加盟する。 

（地  区） 

第 １０ 条  本会は、本会の目的を達成するため、各地区に連絡会員を置く。 

       延岡・日向地区、 西都・児湯地区、 宮崎・東諸地区 

       日南・串間地区、 都城・北諸地区、 小林・西諸地区 

           2  連絡会員は地区の会務を執行し、本協会の理事を兼ねる。 

 

第 ５ 章  役 員 

（役  員） 

第 １１ 条  本会に次の役員を置く。 

        (1) 会    長（ １名 ） 

          (2)  副 会 長（若干名） 

          (3)  常務理事（理事長１名 副理事長３名以内 各専門部委員長５名） 

          (4)  理事（25 名程度 うち理事長１名 副理事長３名以内含む） 

          (5)  監事２名        ※トランポリン２名 

               (6)  幹事１名 

（役員の選任） 

第 １２ 条  会長および副会長は、推薦委員会において推挙し、理事会で決定する。 

第 １３ 条  理事は会員の中から推薦委員会において選任し、会長が委嘱する。 

              理事の選考方法は別に定める。 

第 １４ 条  理事長・副理事長は、理事会において理事の互選で定める。 

第 １５ 条  常務理事は理事より選任し、理事会の同意を得て会長が委嘱する。 

第 １６ 条  監事は、理事会の承認を得て、会長が委嘱する。 

第 １７ 条    幹事は、理事会の承認を得て、会長が委嘱する。 

（役員の職務） 

第 １８ 条  会長は本会を代表して会務を統括し、会議の議長となる。  

     2   副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代行する。 

     3   理事長は、会長の命により日常の会務を執行する。 

          4   副理事長は、理事長を補佐し、理事長事故あるときは、その職務を代行す            
る。 

          5   理事は、理事会を組織して、会務を執行する。 
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          6   常務理事は、常務理事会を組織して、会務を執行する。 

          7   監事は、本会の会計を監査する。 

          8   幹事は、本会の日常の事務を分担する。 

（役員の任期） 

第 １９ 条   役員の任期は２か年とする。ただし、再任を妨げない。 

     2  役員に欠員が生じた場合は、これを補充し、その任期は前任者の残任期間         
とする。 

     3   役員は任期満了後でも、後任者が就任するまでは、なおその職務を行う。 

第  ６  章  名誉役員 

（顧問・参与） 

第 ２０ 条  本会に名誉役員として、顧問・参与をおくことができる。 

     2   顧問・参与は、理事会において推薦し、会長が委嘱する。    
          3   顧問・参与は、会長の諮問に応じ又は会長の要請により、会議に出席して            

意見を述べることができる。 

          4   名誉役員の任期は２か年とする。ただし再任を妨げない。 

 

第  ７  章  会 議 

第 ２１ 条   会議は、総会・理事会・常務理事会・専門委員会とし、会長が招集する。 

     2   総会・理事会の議長は、会長がこれを努める。 

     3   理事会および常務理事会は、それぞれ３分の２以上の出席がなければ成立            
しない。ただし、あらかじめ委任状を提出した者は出席者とみなす。 

     4   理事会および常務理事会の議事は、それぞれ出席者の過半数をもって決し、            
可否同数のときは、議長の決するところによる。 

     5   理事又は常務理事の３分の１以上から会議に付すべき事項を示して、会議      

の請求があったときは、会長はすみやかに理事会又は常務理事会を招集しな      

ければならない。 

      6   理事会および常務理事会に付議する事項は、それぞれ開催日の 7 日前まで      

に通知しなければならない。ただし、会長が緊急の必要があると認めた事項      

は、この限りではない。 

     7   監事・幹事は、理事会並びに常務理事会に出席して意見を述べることがで      

きる。 

（総  会） 

第 ２２ 条    総会は、次の事項を承認する。 

               (1)  予算・決算に関すること 

               (2)  事業に関すること 

               (3)  その他 

（理 事 会） 

第 ２３ 条  理事会は、次の事項を議決する。 
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          (1)  事業計画および収支予算 

          (2)  事業報告および収支決算 

          (3)  役職員の推薦 

          (4)  その他会長が付議する事項 

      2   会長において、理事会を招集するひまのない緊急を要する事項について       

は、理事会の議決を経ないで、これを処理することができる。但し、この       

場合は次の理事会において承認を得なければならない。 

（常務理事会） 

第 ２４ 条  常務理事会は、次の事項を審議する。 

           (1)  理事会に提出する事業計画および収支予算 

               (2)  理事会に提出する事業報告および収支決算 

               (3)  その他会長が付議する事項 

（議 事 録）                                                            ② 

第 ２５ 条    全ての会議には議事録を作成し、議長および出席者 2 名以上が署名捺印の            
うえ、これを保存する。 

第  ８  章    専門委員会 

（専門委員会） 

第 ２６ 条    本会の常務処理のため、次の専門委員会を置く。 

              総務委員会   事業委員会   審判委員会   強化普及委員会 

              体操・トランポリン委員会   ※トランポリン委員所属 

          2   専門委員会の委員長は理事の中から選出し、理事会の同意を得て、会長が      

これを委嘱する。 

          3   専門委員会の運営に必要な事項は別に定める。 

 

第 ９ 章 委員会 

（委 員 会） 

第 ２７ 条    本会に次の委員会を置く。 

              表彰委員会  競技者委員会 

     2   委員会は会長、副会長、理事長、事務局長をもって構成する。 

     3   委員会の規定は別に定める。 

   

第  ９  章    事務局 

（事 務 局） 

第 ２８ 条    本会の事務を処理するために事務局を置く。 

          2   事務局の運営に関する事項は別に定める。 
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第 １０ 章    規約の変更 

（規約の変更） 

第 ２９ 条    本会の規約変更は、理事会の承認を得なければならない。 

第 １１ 章    補  則 

（細則） 

第 ３０ 条    本規約の施行について必要な事項は、理事会の議決により、別に定めるこ            
とができる。 

附  則 

              本規約は、昭和 26 年 8 月 1 日から施行する。 

                        昭和 35 年 5 月 29 日一部改正 

                        昭和 56 年 6 月 1 日全面改正 

            平成 17 年 3 月 20 日一部改正 

                        平成 19 年 3 月 20 日一部改正 

                        平成 23 年 4 月 16 日一部改正 

                        平成 25 年 3 月 16 日一部改正 

                        平成 28 年 3 月 20 日一部改正 


